
６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

(各年４月１日現在）
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（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は，条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２７年４月１日現在）
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(3) 職員数の推移

（単位：人・％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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